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１． 基準モデルにおける事務処理 

※ 総務省「今後の新地方公会計の推進に関する研究会」第２１回・第２２回の配布資料を一部加工 
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⓪開始貸借対照表の作成（金融資産及び固定資産等の登録） 

① 現行の予算・決算制度に係る会計事務処理（取引ごと） 

【例：消耗品の購入（需用費）】 

②現行の予算・決算科目（款・項・目・節等）を、取引（伝票）ごとに勘定科目に変

換（単式簿記から複式簿記への変換(仕訳帳自動作成)） 

→登録した変換プログラムによる自動変換（判断を要する科目（資本的支出と修繕

費の区分等）は仮勘定として別途処理） 

→変換時期について、現行の予算・決算制度の取引にあわせた変換処理も可能であ

るが、現状では期末一括処理 

→【例：消耗品の購入（需用費） → ＰＬ消耗品費／ＣＦ物件費支出】 

③固定資産該当科目は、取引ごとに関連情報を追加の上、固定資産台帳に登録 

④・⑤固定資産台帳で自動算出される当該年度の減価償却費等、引当金や内部取引に

係る相殺消去等に関する決算整理仕訳処理 

→②・⑤で作成された仕訳データは、仕訳帳で管理 

⑥確認（各種台帳と固定資産台帳の突合や現物確認）や分析等（経年比較、類似団体

比較、基準値（目標値）比較、セグメント分析等） 
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仕訳帳

①15節　工事請負費　資産形成　
年度 日付 データ種別 データ種別名 伝票番号 支出命令/公有財産No.等 会計 会計名 款 項 目

2010 2010/07/09 1 歳出                315131 8917_1 1 一般会計 02 01 01
2010 2010/07/09 5 マッチング          352944 建物10014010_0 1 一般会計 02 01 01
2010 2010/07/09 5 マッチング          352944 建物10014010_0 1 一般会計 02 01 01
2010 2010/07/09 5 マッチング          352944 建物10014010_0 1 一般会計 02 01 01

大事業 中事業 小事業 細事業 節 細節 細細節 単式科目名
06 00 00  15 01 02 施設設備維持管理工事
06 00 00  15 01 02
06 00 00  15 01 02
06 00 00  15 01 02

行№ 借方科目 名称 借方金額 貸方科目 名称 貸方金額 行摘要（異動事由）
1 830000 公有財産（経過勘定） 1,291,500 840000 公有財産（経過勘定）支出 1,291,500 第三分室１階オストメイト設置工事　No.019

1 840000 公有財産（経過勘定）支出 1,291,500 830000 公有財産（経過勘定） 1,291,500 建物10014010_matching
2 802401 建物付属設備 1,291,500 819200 固定資産形成支出 1,291,500 建物10014010_matching
3 812100 事業用資産形成への財源措置 1,291,500 814705 固定資産形成_その他の財源調達 1,291,500 建物10014010_matching

摘要（公有財産№・資産名称）

 
 
 

第三分室１階オストメイト設置工事　No.019
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２． 習志野市公共施設改善検討支援業務報告書 

（平成 22年 3 月）より（一部加工） 

「習志野市財務報告書2008」から分かったこと 

１） 習志野市では、平成20年度決算から、従来の決算書類に加え、資産・債務の状況をより、多

角的に分析するために、企業会計の考え方を導入した財務書類を、国が推奨する基準モデルに

より作成し公表した。 

２）その分析結果から、「財政状況などにより、新たな資産の更新を控えていたため、資産の老朽

化が進んでいる。」という、将来の資産更新問題が明らかになった。 

３） 老朽化率を判断するのは、資産の取得価格に対して減価償却累計額がどのような比率になっ

ているかであり、これが多いほど資産の老朽化が進んでいるということになる。単体ベースか

らガス事業会計及び水道事業会計を除いて検証してみると、全国の自治体の老朽化率は平均

40%(普通会計ベース)だが、習志野市は49%であり、特に建物は63%で、その率は非常に高い。 

４） また減価償却累計額とは将来の更新に対する準備額であり、民間企業では内部留保としてそ

の何割かは積立てられるが、本市では累計額約1,500億円に対し、実質的な積立額(基金)は庁舎

建設基金の10億円にすぎない。 
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５）下記の表をみれば、今後の資産の更新のために、今から50年間に3,785億円(年平均約76億円)

の巨額な資金が必要となり、特に2019～2023年では毎年100億円を超える資産の更新が待ってい

ることになる。 

７）また、建物だけに限つても、2028年までの20年間に約1,400億円(年平均約70億円)の資金が必

要になる計算であり、この問題どう対応するのかが、習志野市の大きな課題である。 

８）現状の財政状況等を考えれば、このままで資産の更新を行うことは不可能と考えられる。いま

や、将来の資産については、何をどう引き継ぐか「選択と集中」の時代に入っており、合理的か

つ住民の納得のいく「選択と集中」による公共施設の更新が必要となっている。 
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３． 習志野市バランスシート探検隊レクチャーノート 

習志野市財務報告書 2010(平成 24 年 3月)より抜粋 

 

固定資産台帳からわかること 
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バランスシート探検隊が固定資産台帳をもとに探検した内容の紹介をします。 
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袖ヶ浦東小学校 
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４． 習志野市の財務報告書２０１１ 

 

 
 

 

 

１．施設別サービスコストの算定について 

 １）算出基準 

 ２）算出内訳 

 ３）施設別サービスコスト一覧 

 

２．今後の検討事項について 

 １）所管課での予算措置と実際の施設別コストが違う場合 

 ２）行政評価との連携について 

 ３）事例研究：広報紙発行・配布事業コストについて 

 ４）事例研究：消防車両の取得の財源と更新費用について 
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５． 習志野市公共施設再生計画に対する提言書 

（平成 23年 3 月 24 日） 

 

P2 冒頭の挨拶 一部抜粋（習志野市公共施設再生計画検討専門委員協議会 委

員長 根本祐二） 

「・・地方公会計制度改革において、企業会計の考え方を取り入れ、資産を公

正価値で評価し、より正確な財務状況を把握できる基準モデルにより財務書類

を作成し、資産・債務改革に積極的に取り組む体制を整えつつあります。」 

 

P18 減価償却費の考え方の導入及び、基金の創設と積立のルール 

「これまでの公会計制度では、減価償却という考え方がありませんでしたが、

しかし、公共施設の老朽化問題が社会問題化し、また、公会計制度改革による

財務諸表作成が求められている現状においては、減価償却の考え方を導入し、

将来の施設更新コストを内部留保しておくことが必要です。そのために、一定

のルールのもとで積み立てを行う、新たな基金の創設を提案します。 
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６． 習志野市公共施設再生基本方針 

（平成 24年 5 月） 

 

P20 減価償却費の考え方の導入及び、基金の創設と積立のルール化 

（将来への対応） 

→これは習志野市公共施設再生計画に対する提言書内容がそのまま基本

方針に採用されました。 

 

P22 財政計画との連動 

  ・・・・・・公共施設再生計画の策定にあたっては、地方公会計改革によ

る財務書類の活用などにより、現有施設の維持管理：更新コストの把握に加え、

将来の経費見込を含めた LCC（ライフサイフコスト）を詳細に試算し、その結

果が市の財政に与える影響を踏まえて、施設マネジメントを実施します。 
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７． 習志野市公共施設再生計画 

 
 

 

 

序章：公共施設再生への取組み 

１．これまでの取組み内容 

（１）行政改革からのスタート 

（２）『公共施設マネジメント白書』の発行 

（３）『公共施設再生計画策定に対する提言書』の発行 

（４）『公共施設再生計画基本方針』の発行 

（５）広報による周知・・・シンポジウムの実施 

第 5章：施設カルテ 

１．概要 

 （１）施設カルテの概要 

 （２）各項目の説明 

２．現状と今後の課題 

 （１）各施設をめぐるデータの現状 

 （２）コスト情報の分析 

 （３）台帳の整備及び統合 
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８． 大久保地区公共施設再生プロジェクト 
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 時がたてば老朽化が進む。建替えが必要。 
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９． 習志野市公共施設再生計画→特定地域再生事業費補助金事業として認定 

 （期間：平成25年7月～平成26年3月28日 要望国費：10,000千円） 

○調査の作業フロー 
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公会計は経営改革の羅針盤 
 

そのためには 

○固定資産台帳の整備 
   帳簿（伝票ごと）から誘導的に作成することによりバランスシート

と固定資産台帳が相互に検証が可能となり正確な固定資産台帳が

作成できます。 

○複式簿記の導入 
   取引ごとの仕訳を行うことで、事業別・施設別等より細かい単位で

フルコスト情報での分析が可能となります。 
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千葉県習志野市：固定資産台帳の現状説明 

項   目 説             明 
固定資産台帳（以下「台

帳」という。）整備を整

備しようとした経過・

理由 

公募職員によるプロジェクトが「基準モデル」を採用すべきとの

方向性を示した。「基準モデル」においては固定資産台帳の整備は

不可欠である。 

台帳の整備の体制 プロジェクトメンバーより 3 名を選抜し、タスクフォース組織を

結成。（別紙習志野市公会計改革タスクフォース設置要領） 
3 名に兼務辞令を発令。 

台帳整備に携わった担

当課・人数 
経営改革推進室・3 人（上記タスクフォースメンバー） 

台帳の整備時期 平成 20 年 7 月から 9 月の 3 か月 
台帳の整備のおおまか

な手順 
方針決定（総務省実務報告書・倉敷市報告書などを参考）→全庁

の説明会→各課へ調査票の作成依頼→各課の個別ヒアリング→現

地視察→調査票のとりまとめ→エクセルにて固定資産台帳を作成 
台帳整備に要したコス

ト 
特になし 

台帳の整備の程度 詳細データの計上は無理（付随費用など） 
台帳の整備にあたって

の問題点 
人員と期間をかければある程度の精度があがると思うが、仮に 1
年をかけて整備したとしても、今回の 3 か月の整備と比べて大き

くは変わらないと感じている。 
開始時に帳簿価額が 50 万円未満の備品等を除いたが、今後の更

新費用の算出や重要物品として「財産に関する調書」に登録され

ている備品などは台帳からはずすべきではなかった。 
台帳の管理体制 台帳整備後はシステムを導入したので、システムで台帳の管理を

している。 
台帳の管理のおおまか

な手順 
システム内での固定資産台帳のデータ更新→担当課へ調査票の依

頼→固定資産入力シート作成→システムに取り込み 
台帳の管理費用 機器賃借・システム費用・財務書類作成支援・会計士のコンサル

タント・研修講師費用などを含む委託費用 
平成 25 年度予算額：550 万円 

公有財産台帳や、道路

等の法定台帳との連携

の状況 
 
 
 

公有財産のうち土地について連携（事業用・インフラ用土地） 
→購入分の土地データは執行データから作成→寄贈・移管・所管

替・分筆・合筆・売却等のデータを資産管理課より提供してもら

い、固定資産シートにより台帳に登録。登録後、最終的に台帳登

録土地データと公有財産土地データを照合する。 
その他の公有財産との連携はなし 



千葉県習志野市：固定資産台帳の現状説明 

  
 
 
 

項   目 説         明 
台帳の管理にあたって

の問題点 
システム上での台帳管理で特に問題は感じていない。固定資産台

帳の内容は情報公開コーナーで公開するとともにホームページに

も掲載している。誤り等は毎年発見されるので精度を高めていく

必要がある。 
独自の工夫等 公共施設マネジメント白書（公共施設再生計画―データ編―）と

の連携 
→資産管理課で作成している「公共施設再生計画」中の減価償却

費などのデータは公会計のデータと連携。施設コードの共有化を

検討している。（建物保全情報との共有化も検討。） 
 
行政評価等の活用 
→全国 62 市参加による行政の値札事業について公会計の減価償

却費のデータを活用。当市は企画政策課が窓口で実施したが、今

後は公会計の所管である会計課が担当するよう調整中。 



 

 

習 志野市公会計改革タスクフォース設置要領  

（設置）  

第１条  新公会計制度によるバランスシートをはじめとした財務４表の公開に向

けた取り組みとして、各部局が管理する固定資産等のデータを財務 4 表へ反映

するための資産台帳の整備に関する事務を効率的、合理的に処理するとともに、

公会計改革の取り組みを推進することを目的として、庁内から選抜した職員に

より、公会計改革タスクフォース（以下「タスクフォース」という。）を設置

する。  

（業務）  

第２条  タスクフォースの業務は、次のとおりとする。  

(１ )  各部局が管理する全ての固定資産等を洗い出し、新公会計制度の基準に

基づく価額算定を行うとともに、現在価額（開始時簿価）を記載した資産

台帳を整備し、財務４表の基礎データとなる開始バランスシートを作成す

る。  

(２ )  財務書類作成要領等の作成やその他の公会計改革にかかわる取り組みに

ついて、公会計改革研究プロジェクトと連携し推進する。  

 （設置期間）  

第３条  平成２０年７月１日から平成２０年９月３０日までとする。  

（組織）  

第４条  タスクフォースは、公会計改革研究プロジェクトのメンバーを中心に庁

内から選抜した３名の職員をもって組織し、財政部経営改革推進室に置き、経

営改革推進室長の命を受け、業務を推進する。ただし、執務は財政課にて行う。  

（協力体制）  

第５条  各部局は、タスクフォースからの作業への協力要請に対しては、全面的

に協力するものとする。  

 附  則  

この要領は、平成２０年７月１日から施行する。  

 



固定資産台帳整備説明会（平成 20 年 7 月 10 日）の副市長あいさつ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「早わかり公会計の手引き」（第一法規株式会社）  

千葉県習志野市（公会計改革プロジェクトの組織づくり）より一部抜粋  

P4069－P4100  

皆さん。おはようございます。副市長です。  

本日は、日々の業務が忙しい中、固定資産台帳の整備に向けた説明会にお集まりい

ただきありがとうございます。  

私が、事務レベルの説明会にお邪魔するのは稀なことです。それほど、今回の公会

計改革の中で、固定資産台帳の整備は重要であると考えております。  

公会計制度改革の必要性については、7 月 2 日の部課長会議で経営改革推進室長よ

り説明しましたので、皆様方も上司から聞いていると思います。この後、再度、室長

より説明をいたしますが、今回の改革は全国的に、どの市町村も苦慮しているところ

です。  

その主な理由として、①膨大な作業量、②庁内関係課の連携不足、③資産評価実務

が不明確などの理由が挙げられています。  

習志野市では、昨年より、こういった問題を想定し、プロジェクトで検討を重ねた

結果、極力担当課の負担がないように作業を進めるため、資産評価等の手引きを作成

するとともに、今年の 7 月 1 日にはタスクフォースを結成いたしました。  

皆様方には、タスクフォース職員との協力体制により作業を進めていただきたいと

思います。  

何分、通常の作業にプラスとなる作業であり、皆様方の負担になることは十分承知

しておりますが、公会計改革の重要性を認識していただき、作業を進めていただきた

いと思います。  




